
議案第１５４号 

   さいたま市職員の給与に関する条例及びさいたま市一般職の任期付職員の採用

及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例の制定について

 さいたま市職員の給与に関する条例及びさいたま市一般職の任期付職員の採用及び

給与の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

  令和３年１１月２４日提出

さいたま市長 清 水 勇 人  

   さいたま市職員の給与に関する条例及びさいたま市一般職の任期付職員の採用

及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例

 （さいたま市職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 さいたま市職員の給与に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４２号）

の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （期末手当）  （期末手当）

第２７条 ［略］ 第２７条 ［略］

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１１２．５を乗じて得た額（行政職給料表の適用

を受ける職員でその職務の級が５級以上であるも

の並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員

でその職務の複雑、困難及び責任の度等がこれに

相当するもの（これらの職員のうち、規則で定め

る職員を除く。第３０条及び附則第３５項におい

て「特定管理職員」という。）にあっては１００

分の９２．５を乗じて得た額）に、基準日以前６

月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１２７．５を乗じて得た額（行政職給料表の適用

を受ける職員でその職務の級が５級以上であるも

の並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員

でその職務の複雑、困難及び責任の度等がこれに

相当するもの（これらの職員のうち、規則で定め

る職員を除く。第３０条及び附則第３５項におい

て「特定管理職員」という。）にあっては１００

分の１０７．５を乗じて得た額）に、基準日以前

６月以内の期間におけるその者の在職期間の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合

を乗じて得た額とする。

 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１１２．５」とあるのは

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２７．５」とあるのは



「１００分の６２．５」と、「１００分の９２．

５」とあるのは「１００分の５２．５」とする。

「１００分の７２．５」と、「１００分の１０７

 ．５」とあるのは「１００分の６２．５」とする。

４～６ ［略］ ４～６ ［略］

第２条 さいたま市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （期末手当）  （期末手当）

第２７条 ［略］ 第２７条 ［略］

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１２０を乗じて得た額（行政職給料表の適用を受

ける職員でその職務の級が５級以上であるもの並

びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員でそ

の職務の複雑、困難及び責任の度等がこれに相当

するもの（これらの職員のうち、規則で定める職

員を除く。第３０条及び附則第３５項において「

特定管理職員」という。）にあっては１００分の

１００を乗じて得た額）に、基準日以前６月以内

の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて

得た額とする。

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１１２．５を乗じて得た額（行政職給料表の適用

を受ける職員でその職務の級が５級以上であるも

の並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員

でその職務の複雑、困難及び責任の度等がこれに

相当するもの（これらの職員のうち、規則で定め

る職員を除く。第３０条及び附則第３５項におい

て「特定管理職員」という。）にあっては１００

分の９２．５を乗じて得た額）に、基準日以前６

月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。

 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２０」とあるのは「１

００分の６７．５」と、「１００分の１００」と

あるのは「１００分の５７．５」とする。

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１１２．５」とあるのは

「１００分の６２．５」と、「１００分の９２．

５」とあるのは「１００分の５２．５」とする。

４～６ ［略］ ４～６ ［略］

 （さいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正）

第３条 さいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２

１年さいたま市条例第３５号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を



当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（給与条例の適用除外等）  （給与条例の適用除外等）

第９条 ［略］ 第９条 ［略］

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第２

５条第１項及び第２項並びに第２７条第２項の規

定の適用については、給与条例第２条中「及び寒

冷地手当」とあるのは「、寒冷地手当及び特定任

期付職員業績手当」と、給与条例第２５条第１項

中「指定管理職員」とあるのは「指定管理職員又

はさいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与

の特例に関する条例（平成２１年さいたま市条例

第３５号）第２条第１項の規定により任期を定め

て採用された職員（以下「特定任期付職員」とい

う。）」と、「当該指定管理職員」とあるのは「

当該指定管理職員又は特定任期付職員」と、給与

条例第２５条第２項中「指定管理職員」とあるの

は「指定管理職員又は特定任期付職員」と、「当

該指定管理職員」とあるのは「当該指定管理職員

又は特定任期付職員」と、給与条例第２７条第２

項中「１００分の１１２．５」とあるのは「１０

０分の１５７．５」とする。

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第２

５条第１項及び第２項並びに第２７条第２項の規

定の適用については、給与条例第２条中「及び寒

冷地手当」とあるのは「、寒冷地手当及び特定任

期付職員業績手当」と、給与条例第２５条第１項

中「指定管理職員」とあるのは「指定管理職員又

はさいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与

の特例に関する条例（平成２１年さいたま市条例

第３５号）第２条第１項の規定により任期を定め

て採用された職員（以下「特定任期付職員」とい

う。）」と、「当該指定管理職員」とあるのは「

当該指定管理職員又は特定任期付職員」と、給与

条例第２５条第２項中「指定管理職員」とあるの

は「指定管理職員又は特定任期付職員」と、「当

該指定管理職員」とあるのは「当該指定管理職員

又は特定任期付職員」と、給与条例第２７条第２

項中「１００分の１２７．５」とあるのは「１０

０分の１６７．５」とする。

第４条 さいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部を

次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（給与条例の適用除外等）  （給与条例の適用除外等）

第９条 ［略］ 第９条 ［略］

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第２

５条第１項及び第２項並びに第２７条第２項の規

定の適用については、給与条例第２条中「及び寒

冷地手当」とあるのは「、寒冷地手当及び特定任

期付職員業績手当」と、給与条例第２５条第１項

中「指定管理職員」とあるのは「指定管理職員又

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２条、第２

５条第１項及び第２項並びに第２７条第２項の規

定の適用については、給与条例第２条中「及び寒

冷地手当」とあるのは「、寒冷地手当及び特定任

期付職員業績手当」と、給与条例第２５条第１項

中「指定管理職員」とあるのは「指定管理職員又



はさいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与

の特例に関する条例（平成２１年さいたま市条例

第３５号）第２条第１項の規定により任期を定め

て採用された職員（以下「特定任期付職員」とい

う。）」と、「当該指定管理職員」とあるのは「

当該指定管理職員又は特定任期付職員」と、給与

条例第２５条第２項中「指定管理職員」とあるの

は「指定管理職員又は特定任期付職員」と、「当

該指定管理職員」とあるのは「当該指定管理職員

又は特定任期付職員」と、給与条例第２７条第２

項中「１００分の１２０」とあるのは「１００分

の１６２．５」とする。

はさいたま市一般職の任期付職員の採用及び給与

の特例に関する条例（平成２１年さいたま市条例

第３５号）第２条第１項の規定により任期を定め

て採用された職員（以下「特定任期付職員」とい

う。）」と、「当該指定管理職員」とあるのは「

当該指定管理職員又は特定任期付職員」と、給与

条例第２５条第２項中「指定管理職員」とあるの

は「指定管理職員又は特定任期付職員」と、「当

該指定管理職員」とあるのは「当該指定管理職員

又は特定任期付職員」と、給与条例第２７条第２

項中「１００分の１１２．５」とあるのは「１０

０分の１５７．５」とする。

   附 則

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条及び第４条の規定は、令和４

年４月１日から施行する。


